
コンソーシアム名 地域ビジネス研究会

コンソーシアム参加
機関名

（下線は代表機関）

（株）ヴィジョナリーバンガード、（株）APITEC、日本電気（株）、同志社大学公共政策学部、

南丹市

実施類型・人数 類型Ａ：２人 類型Ｃ：４人

実施地域 京都府南丹市

事業概要

廃校を活用した南丹市スタイルのテレワークの実施と、ICT企業の保有するソリュー

ションパーツとそれを活用し新たなサービスを開発し中小企業、大学の専門的知識
とのマッチングにより新たなサービスの開発を推進

平成28年度 ふるさとテレワーク推進事業
「ソリューションパーツとICT人材、地域コミュニティのマッチングシステムによる新たなサービスの構築推進事業」

株式会社ヴィジョナリーバンガード（南丹市）

産学連携体制で
モデル地域（南丹市）を拠点として
新たな産業を創造し、

地域格差に課題を持つ、
国内外へ”成功事例”を発信

することを⽬指す！



整備した拠点の概要

整備完了後の取組内容の概要

平成28年度 ふるさとテレワーク推進事業
「ソリューションパーツとICT人材、地域コミュニティのマッチングシステムによる新たなサービスの構築推進事業」

株式会社ヴィジョナリーバンガード（南丹市）

名 称：Soi/Nishihonme （旧⻄本梅⼩学校）
所 在 地：京都府 南丹市園部町南⼋⽥中⼭17番地⻄本梅⼩学校３F
利⽤対象者：６名
収容⼈数 ：約３０名
可能な業務：⼀般業務全般

ソフトウエア開発業務
ソリューションパーツを活かした新事業の開発
地域経済に貢献可能と思われる事業の企画・推進

整備完了後の拠点の運営計画：コンソーシアムメンバーによる直接誘致
セミナー等の開催による誘致活動

◆都市部からの移動⼈数や地元雇⽤⼈数⽬標 ＋ ソリューションパーツを⽤いた新規事業の⽴上げ⽬標
２０１８年度 都⼼部からの移動者： ２名 地元利⽤者：４名 ＋ 新規事業： １事業
２０１９年度 都⼼部からの移動者： ４名 地元利⽤者：２名 ＋ 新規事業： ２事業
２０２０年度 都⼼部からの移動者： ４名 地元利⽤者：４名 ＋ 新規事業： ４事業
２０２１年度 都⼼部からの移住者：１０名 地元利⽤者：５名 ＋ 新規事業： ８事業
２０２２年度 都⼼部からの移住者：１３名 地元利⽤者：５名 ＋ 新規事業：１２事業



（参考①）整備した拠点について レイアウト

整備前

整備後

各教室を２分割して教室数を増やし、３Fにオフィスエントランスを設置
フリースペースとして、セミナールームとして多⽬的に活⽤可能なスペースを整備しました



（参考①）整備した拠点について 設備

エアコン

監視カメラ

電⼦錠（指紋/数字パス） ↓カメラからのVIEW



（参考①）整備した拠点について
工事過程
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（参考①）整備した拠点について…エントランス



（参考①）整備した拠点について…オフィススペース
整備後



（参考①）進出企業向けシステムの概要１

利⽤企業（者）登録・管理機能
⇒システムのを利⽤企業（利⽤者）・オフィスへの「来訪者」を管理する機能



（参考①）進出企業向けシステムの概要２

備品・設備等の貸出管理機能
⇒オフィスの必要備品・共有スペースを事務局で管理し、貸し出す仕組み
PC⼀つで⼿軽に⼊居が出来ることを促し、地⽅での業務活動をバックアップする仕組み



（参考１）進出企業向けシステムの概要３

「てれわーくVISION」（テレワーカーコミュニケーション機能）
⇒テレワーカー（⼊居者）／本社職員とのコミュニケーション機能
インフラの負担を軽減しつつ、”常時”顔が⾒える機能を開発

＜主たる機能＞
静止画スケジュール記録
ライブコミュニケーション
チャットコミュニケ−ション



（参考②）整備完了後の取組内容について

□事業期間 5 年間における移住者や長期派遣者の目標達成人数達成による波及効果 

 Phase 年度 移住者・長期滞在者の目標達成人数（累

計） 

主な波及効果 

Phase1 28 年度 6 名（2 社） ・テレワークの有効性を証明し、
テレワーク活用企業が増える 
・移住者や長期滞在者の増加によ
り「しごと」のしやすいまちとし
てのイメージアップが図れる 
・移住者が増え地域経済が潤う 
・定住促進による地域の活性化 
・空き家の減少 

Phase2 29 年度 6 名（6 社） 

Phase3 30 年度 12 名（8 社） 

Phase4 31 年度 15 名（10 社） 

Phase5 32 年度 18 名（12 社） 

□ソリューションパーツを活用した連携による新たなサービスのマッチング目標件数の

達成による波及効果 
年度 新たなサービスのマッチング目標件数 主な波及効果 

28 年度 1 事業 ・実用性の高い新たなサービスの提供により

地域課題の解決が図れる。 

・有効なサービスの開発可能な仕組みとして

提案者が増え、同様のスキームが展開され

る。 

・業務拡大が図れ、企業の経営基盤が安定

し、新たな開発が促進され、日本経済が活性

化する。 

29 年度 2 事業 

30 年度 4 事業 

31 年度 8 事業 

32 年度 12 事業 

コンソーシアムのメンバーを中心に、

ソリューションパーツ活用セミナーおよび、地域に役立つニュービジネスを考えるアイデ
アソン等を開催することにより、多くの企業に「ふるさとテレワークの実現性・有効性」を感じて
頂き、以下の目標達成を目指します。


